
令和６年度一般会計補正予算説明資料 
６款 農林水産業費 
１項 農業費                           生産振興課（内線：７２７２） 
６目 農作物対策費                               （単位：千円） 

事 業 名 補正前 補 正 計 
財  源  内  訳 

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

（新）産地生産基
盤パワーアップ
事業 

0 97,106 97,106 60,106
(雑入)
37,000

トータルコスト 補正前：0千円（0.0 人）、補正：97,889 千円（0.1 人）、計：97,889 千円（0.1 人） 

事業内容の説明 

１ 事業の目的、概要 
収益力強化に計画的に取り組む産地に対し、農業団体等が行う施設整備、農業機械及び生産資材の導

入等を推進する。 

２ 主な事業内容 

細事業名 内容 補正前 補正 計 

基金事業 

野菜、果樹等の農業機械等のリース導入、生産資材導
入を支援する。 
・実施主体：農業者、農業者の組織する団体等 
・補助率：公益財団法人日本特産農産物協会助成金 

1/2 

0 37,000 37,000 

整備事業 

大豆の乾燥調製施設整備による機能向上及び麦・大豆
産地の生産性効率化に向けた機械導入を支援する。 
・実施主体：農業者、農業者の組織する団体等 
・補助率：国 1/2 

0 60,106 60,106 

合計 0 97,106 97,106 

３ その他（改善点等） 
当該事業を積極的に活用し、共同利用施設及び産地の生産環境を整備することで、早急に県内の主要産

地の活力増進を図ってきており、引き続き事業要望が見込まれるため支援する。 
〇令和６年度明許予算（産地生産基盤パワーアップ事業）118,500 千円 

【産地パワーアップ事業（国）を活用した県内の主な取組事例】 

年度 市町村 
（ＪＡ） 

作物 事業内容 補助金額 
（百万円） 

備考 

R3 北栄町 
（ＪＡ中央） 

長芋 集出荷貯蔵施設 128 R4.3 月完成 

R4 北栄町 
琴浦町 
（ＪＡ中央） 

スイカ 
ブロッコリー 

集出荷貯蔵施設 
製氷設備 

588 
55 

R5.3 月完成 
R5.3 月完成 

R5 倉吉市 
（ＪＡ中央） 

スイカ 集出荷貯蔵施設 345 R6.3 月完成 

H27 
～ 
R6 

鳥取市、北栄
町、倉吉市、
大山町、琴浦
町他 
（各ＪＡ） 

葉物野菜、スイ
カ、イチゴ、ア
スパラガス、ト
マト、花壇苗等 

鳥取型低コスト
ハウス整備 

（～R5 年度末実績）
1,622 

  （R6 年度見込）
87 

1,725 棟、48.9ha 
(R6 年度末見込) 
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令和６年度一般会計補正予算説明資料 

６款 農林水産業費 
１項 農業費                            生産振興課（内線：７２７２） 
６目 農作物対策費                                （単位：千円） 

事 業 名 補正前 補 正 計 
財  源  内  訳 

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

（新）鳥取型低コ
ストハウスによ
る施設園芸等推
進事業 

0 147,897 147,897 
(雑入)
88,738 59,159

トータルコスト 補正前：0千円（0.0 人）、補正：148,680 千円（0.1 人）、計：148,680 千円（0.1 人） 

事業内容の説明 

１ 事業の目的、概要 
収益力強化に計画的に取り組む産地に対し、「鳥取県農業生産１千億円達成プラン」に基づき、県と関

係機関が開発した鳥取型低コストハウスの導入を推進し、高収益な施設園芸品目の生産拡大を図る。 

２ 主な事業内容 

細事業名 内容 補正前 補正 計 

鳥取型低コストハ
ウスによる施設園
芸等推進事業 

スイカ等の産地強化を図るために、鳥取型低
コストハウスの整備に要する経費の一部を支
援する。 
・実施主体：農業者、生産法人、生産組織、

ＪＡ等 
・補助率：国 1/3 程度（資材費の 1/2）、県

2/9 程度、市町村 1/9 程度 
※補助率が 2/3 となるよう県と市町村が

2:1 の負担割合で嵩上げ 

0 147,897 147,897

３ その他（改善点等） 
収益性の高い施設園芸等の推進により鳥取型低コストハウスの整備が進んでおり、施設園芸の強みを活

かした産地強化が図られているが、引き続き事業要望が見込まれるため支援する。 
〇令和６年度明許予算（鳥取型低コストハウスによる施設園芸等推進事業）232,134 千円 

【低コストハウスの導入実績及び計画】 

年度 導入面積（棟数） 主な作物 実施市町村 

H27～R3 
38.6ha

（1,371） 

スイカ・葉物野菜、トマト、
アスパラガス、育苗（ネギ、
ブロッコリー）、花壇苗、イ
チゴ・小玉スイカ、ブドウ 

鳥取、岩美、八頭、
智頭、倉吉、湯梨
浜、三朝、北栄、琴
浦、大山、米子、境
港、伯耆、日南 

R4［明許繰越］ 4.9ha（174） 

アスパラガス 鳥取 

スイカ 倉吉、北栄、琴浦 

ブロッコリー育苗 大山 

R5［明許繰越］ 4.0ha（135） スイカ 倉吉、北栄、琴浦 

R6［明許繰越］ 
（11 月 28 日現在） 

1.4ha（45） 
（見込） 

スイカ 倉吉、北栄、琴浦 

ブロッコリー育苗 大山 

R6 
2.3ha（68） 
（計画） 

スイカ 倉吉、北栄、琴浦 

ブロッコリー育苗 大山 

合計 51.2ha（1,793）
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令和６年度一般会計補正予算説明資料
６款 農林水産業費  

  １項 農業費                                                  生産振興課（内線：７２７２） 

   ６目 農作物対策費                                                        （単位：千円） 

事 業 名 補 正 前 補 正 計 
財  源  内  訳 

備 考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）ハウス強靭化に

よる施設園芸加速化

対策事業 

0 8,990 8,990 8,990

トータルコスト 補正前：0千円（0.0 人）、補正：9,773 千円（0.1 人）、計：9,773 千円（0.1 人）

事業内容の説明                

１ 事業の目的、概要 
近年、頻発する大雪、台風等の気象災害による農業用ハウスの被害拡大を踏まえ、被害の未然防止に

向けた複数農業者等による事業継続計画（ＢＣＰ）の検討・策定に向けた取組と、ＢＣＰに沿って行う
既存の農業用ハウスの補強や防風ネット設置等の気象災害防止対策を行う農業者等を支援する。

２ 主な事業内容                                

細事業名 内容 補正前 補正 計 

（１）事業継続計
画（ＢＣＰ）の検
討・策定に向けた
取組 

事業継続計画（ＢＣＰ）の策定に向けた取組 
・実施主体：市町村、ＪＡ、地域農業再生協議会、 

農業者等 
・補助率：国 定額 

0 150 150

ハウス補強や保守管理のためのマニュアル作成や講習
会の開催等 
・実施主体：県 
・補助率：国 定額 

0 350 350

（２）既存ハウス
の補強等の被害
防止対策 

野菜・花き、果樹用のパイプハウスの補強に対する支援
・実施主体：市町村、農業者団体、地域農業再生協議会、

農業者等 
・補助率：国 1/2 

0 8,490 8,490

合計 0 8,990 8,990

※（１）の実施にあたって、市町村単位で実施する場合は市町村を通じた間接補助 

３ その他（改善点等） 

  これまで「農業用パイプハウス強化マニュアル」の作成・配付やハウス補強等に係る研修会の実施、

市町村等と連携を図りながら 110 箇所（3.4ha）のハウス補強を支援してきたが、引き続き事業要望が見

込まれるため支援する。 

 〇令和６年度明許予算（ハウス強靭化による施設園芸加速化対策事業）2,000 千円 
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令和６年度一般会計補正予算説明資料
３款　民生費
　２項　児童福祉費  子育 て 王国課 （ 内線 ： ７１５０ ）
　　１目　児童福祉総務費 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 補正前 補　正 計

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

子どものため
の教育・保育
給付費県負担
金

2,838,541 294,479 3,133,020 294,479

トータルコスト 補正前：2,841,671千円（0.4人）、補正：295,262千円（0.1人）、計：3,136,933千円（0.5人）

事業内容の説明

１　事業の目的、概要

　国経済対策において、人事院勧告に伴う国家公務員の給与改定の内容に準じた保育士・幼稚園教諭等の公定価
格の引上げにより、私立保育所・幼稚園・認定こども園等に従事する職員に対し令和６年４月まで遡って処遇改
善が行われることから、当該処遇改善に必要な経費の一部を負担する。

２　主な事業内容

区分 内　　　　　容
実施主体 市町村
負担割合 国 1/2、県 1/4、市町村 1/4

※１号認定に係る地方単独費用部分のみ県1/2、市町村1/2
対象施設 私立の認可教育・保育施設（幼稚園、保育所、認定こども園）

及び公立、私立の地域型保育事業所
予算額 294,479千円（保育士等の公定価格の引上げによる処遇改善に必要な経費）

３　その他（改善点等）

　保育士等の処遇改善により、保育人材の定着や保育環境の改善等につなげる。
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令和６年度一般会計補正予算説明資料
10款　教育費
　１項　教育総務費  教育 センター （ 電話 ：0857-28-2387）
　　２目　事務局費 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 補正前 補　正 計

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

ＩＣＴ環境整
備事業

1,207,664 7,700 1,215,364 2,566 5,134

トータルコスト 補正前：1,255,813千円（7.4人）、補正：8,483千円（0.1人）、計：1,264,296千円（7.5人）

事業内容の説明

１　事業の目的、概要

　県立学校において、インターネットや情報機器を積極的に活用した授業を展開できるよう、安定したインター
ネット環境の提供を行う。

２　主な事業内容

　県立学校からインターネットに接続する通信経路上に通信のボトルネックとなっている箇所がないか調査す
る。

３　その他（改善点等）

　令和５年度においては、鳥取県が管理しているネットワーク集約部分機器及び県立学校（抽出２校）でネット
ワーク調査を実施したところ、県立学校のネットワークを集約している機器の性能が不足しており、ボトルネッ
クとなっていることが判明し、機器の交換を実施した。その後、再度ネットワークアセスメントを実施し、状況
が改善されていることを確認した。

鳥取県義務教
育諸学校教育
情報化推進基
金造成事業

225 665,339 665,564 665,339

トータルコスト 補正前：1,008千円（0.1人）、補正：666,122千円（0.1人）、計：667,130千円（0.2人）

事業内容の説明

１　事業の目的、概要

　基金の造成により、ＧＩＧＡスクール構想の第２期を見据えた１人１台端末の計画的な更新を図る。

２　主な事業内容

　令和８年度整備予定端末の補助金の原資として、基金への新規積立を行う。

３　その他（改善点等）

　学校のＩＣＴ環境は、国が「教育のＩＣＴ化に向けた環境整備５か年計画（2018～2022年度）（※2024年度ま
延長）」で示す水準を目標に、ＧＩＧＡスクール構想のもと、国庫補助金「公立学校情報機器整備費補助金」等
を活用して児童・生徒の１人１台端末が利用できるように整備してきた。
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令和６年度一般会計補正予算説明資料
10款　教育費
　１項　教育総務費  教育 センター 、 高等学校課 （ 電話 ：0857-28-2387）
　　２目　事務局費 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 補正前 補　正 計

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

高等学校ＤＸ
加速化推進事
業

30,000 76,000 106,000 76,000

トータルコスト 補正前：32,348千円（0.3人）、補正：76,783千円（0.1人）、計：109,131千円（0.4人）

事業内容の説明

１　事業の目的、概要

　情報・理数系を重視するカリキュラムの実施やＩＣＴを活用した文理横断的、探究的、実践的な学びを強化す
るために必要な環境を整備し、高等学校段階におけるデジタル人材育成の抜本的強化を図る。

２　主な事業内容

（１）デジタル人材育成のために必要な設備・機器整備
　　・高性能ＰＣ、３Ｄプリンタ、３Ｄスキャナ、ＶＲ機器等を配備したＳＴＥＡＭラボの設置

　　・高性能ＰＣ、大型ディスプレイ、ＶＲ／ＡＲ機器など専門機器の整備

　　・ＡＩ、メタバースなどの最新デジタル技術の導入　　など

（２）外部専門人材を活用した情報系科目の内容充実

　  ・他県大学との連携や外部講師招聘による講座の実施

　　・大学、企業と連携した生成ＡＩ、ビッグデータ等の活用に係るデジタル技術の理解促進

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

区分 内容 予算額
新規校 新たに本事業の採択を希望する学校

（10,000千円×２校＝20,000千円）

20,000

一般枠 情報Ⅱや数学Ⅱ・Ｂ、数学Ⅲ・Ｃ等の履修促進やデ

ジタルを活用した文理横断的・探究的な学び等を実

施する採択校

（5,000千円×５校＝25,000千円）

25,000継続校
（既採択校）

重点類型 一般枠の取組に加え、産業界等と連携した最先端の

職業人材育成の取組を希望する採択校（全国で

50校）

（7,000千円×３校＝21,000千円）

21,000

県横断型経費 県域内の採択校などを対象に横断的な取組（研修

等）を行う経費

10,000

合計 76,000

３　その他（改善点等）

事業実施にあたり、実際に学校を訪問し取組内容について意見交換したり、採択校間での情報共有が進むようオ

ンライン会議を開催しての共有やノーツやクラウドサービスなどを使った情報共有を実施。

情報Ⅱに係る取組として、農場等に本事業により設置したセンサーをプログラミングにより制御する授業を実

施。

大学や企業と連携し、画像認識に係る課題研究、データサイエンス研修などを実施。

デジタルを活用した授業を実施するため、高性能ＰＣ、３Ｄスキャナ・プリンター、ＶＲゴーグルを購入する

等、デジタル環境を整備。
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令和６年度一般会計補正予算説明資料
２款　総務費
　１項　総務管理費  財政課 （ 内線 ： ７０４６ ）
　　17目　臨時財政対策債償還基金費 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 補正前 補　正 計

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

臨時財政対策
債償還基金費

42,450 2,100,000 2,142,450 2,100,000

トータルコスト 補正前：43,233千円（0.1人）、補正：2,100,783千円（0.1人）、計：2,144,016千円（0.2人）

事業内容の説明

１　事業の目的、概要

　国の補正予算において、令和７年度及び令和８年度における臨時財政対策債の元利償還金の財源の一部とし

て、普通交付税に「臨時財政対策債償還基金費」が追加算定されるため、基金に積み立てる。
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令和６年度一般会計補正予算説明資料 

３款 民生費 

 １項 社会福祉費                         障がい福祉課（内線：７１９３）

12目 障がい者自立支援事業費                         （単位：千円）

事 業 名 補正前 補正 計
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

鳥取県社会福祉施

設等施設整備事業 170,475 141,774 312,249 70,886

<17,500>

35,000 35,888

県費負担 

53,388 

トータルコスト 補正前：174,388千円（0.5人）、補正：142,557千円（0.1人）、計：316,945千円（0.6人）

事業内容の説明 

１ 事業の目的、概要 

障がい福祉サービス事業所等、県内障がい福祉関係の社会資本の整備を促進するため、施設整備を行う事業者

に対して助成を行う。 

２ 主な事業内容 

細事業名 内容 予算額 

鳥取県社会福

祉施設等施設

整備費補助金 

利用者の環境改善、ハード面における県内の障がい福祉の向上及び増進が図られ

るよう、社会福祉法人等による円滑な施設整備等を促進する。 

【事業主体】社会福祉法人、NPO法人、営利法人等 

【対象事業】障がい福祉サービス事業所等の創設（新築）、改築・大規模修繕 

【対象経費】施設整備に必要な工事費及び設計監理費 

【補助率】3/4（財源：国1/2、県1/4） ※国が別途定める基準額を上限とする。 

【内容】共同生活援助（グループホーム）２件への支援を予定 

106,330 

鳥取県重度障

がい児者及び

強度行動障が

い児者利用施

設基盤整備事

業補助金 

重症心身障がい児者が、より地域で生活しやすくするため、日中活動の場におけ

る支援の充実、住まいの場（ショートステイ含む）の充実を図る。 

【事業主体】社会福祉法人、NPO法人、営利法人等 

【対象事業】重症心身障がい児者等を受け入れるために、生活介護事業所、グル

ープホーム、放課後等デイサービス事業所等を創設（新築）する事

業等で、鳥取県社会福祉施設等施設整備費補助金において、補助対

象経費が国庫補助基準額を上回っている事業。 

【補助率】以下のうち、いずれか低い額 

１ 鳥取県社会福祉施設等施設整備費補助金における補助対象経費

から国庫補助基準額を除いた額に1/2を乗じた額 

２ 国庫補助基準額に1/4を乗じた額（福祉保健部長が特に必要と認

める場合は、国庫補助基準額に1/2を乗じた額） 

【内容】共同生活援助（グループホーム）２件への支援を予定 

35,444 

３ その他 

＜近年の実績（社会福祉施設等施設整備費補助金のみ）＞

令和６年度 グループホームの創設１件、多機能型施設の創設１件

令和５年度 グループホームの創設１件

令和４年度
グループホームの創設１件

多機能施設の大規模修繕（非常用自家発電装置更新）１件

令和３年度
グループホームの創設１件、多機能施設の大規模修繕１件

自立訓練（生活訓練）事業所の大規模修繕１件

（注）起債欄の上段< >書きは交付税措置を除いた額である。
備考欄の県費負担は、起債欄の< >書きの金額と一般財源の金額を加算したものである。
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令和６年度一般会計補正予算説明資料 

３款 民生費 

 １項 社会福祉費                         障がい福祉課（内線：７１９３）

12目 障がい者自立支援事業費                          （単位：千円）

事 業 名 補正前 補正 計
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）鳥取県障がい

福祉分野における

ロボット・ＩＣＴ導

入支援事業

0 15,000 15,000 10,000 5,000

トータルコスト 補正前：0千円（0.0人）、補正：15,783千円（0.1人）、計：15,783千円（0.1人）

事業内容の説明 

１ 事業の目的、概要 

障がい福祉分野従事者の業務負担軽減等を図り、働きやすい職場環境の整備を推進するため、障害福祉サービ
ス事業所等に対し介護ロボット及びＩＣＴの導入を支援する。 

２ 主な事業内容 

細事業名 内容 予算額 

鳥取県障がい福
祉分野における
ロボット等導入
支援事業補助金 

障害福祉サービス事業所等を対象として、職員の身体的負担軽減と利用者
の生活の質の向上のため、各種ロボットを導入する経費を補助する。
【対象サービス】
・施設入所支援（障害者支援施設） 
・共同生活援助（グループホーム） ・居宅介護 ・重度訪問介護

 ・短期入所 ・重度障害者等包括支援 ・障害児入所施設
【補助率】3/4（国1/2，県1/4）
     ※１機器あたり上限300千円。ただし移乗介護及び入浴支援は

上限1,000千円 

5,000 

鳥取県障がい福
祉分野における
ＩＣＴ導入モデ
ル事業補助金

障害福祉サービス提供に当たり、業務の効率化や省力化、専門的業務に注
力しやすい環境整備等のため、ＩＣＴ機器等を導入する経費を補助する。
【対象サービス】全ての障害福祉サービス
【対象経費】ＩＣＴ導入に係る経費（端末及びソフトウェア購入費、保守・

サポート費等）
【補助率】3/4（国1/2，県1/4）※１事業所あたり上限1,000千円

5,000 

鳥取県就労系障
がい福祉サービ
スにおけるＩＣ
Ｔ機器等導入支
援事業補助金

働きやすい環境を整備し、生産能力の向上を図るため、障がい特性に配慮
したＩＣＴ機器等を導入する経費を補助する。
【対象サービス】就労系障害福祉サービス
【対象経費】ＩＣＴ機器等導入に係る経費（ＡＩレジ、予約・顧客管理シ

ステムの導入等）
【補助率】3/4（国1/2，県1/4）※１事業所あたり上限1,000千円

5,000 

３ その他 

＜近年の実績＞

  ・障がい福祉分野におけるロボット等導入支援事業補助金（R２～）

R２：７事業所、R３：９事業所、R４：４事業所、R５：２事業所、R６：実績なし 

  ・障がい福祉分野におけるＩＣＴ導入モデル事業補助金（R４～） 

    R４：１事業所、R５：10事業所、R６：13事業所 

・就労系障がい福祉サービスにおけるＩＣＴ機器等導入支援事業補助金（R６～） 

  R６：２事業所
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令和６年度一般会計補正予算説明資料 

３款 民生費 

 １項 社会福祉費                          長寿社会課（内線：７１７５）

４目 老人福祉費                                （単位：千円）

事 業 名 補正前 補正 計
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

介護サービス事業

者の生産性向上や

協働化等を通じた

職場環境改善事業

698,405 594,645 1,293,050 475,716 118,929

トータルコスト 補正前：699,970千円（0.2人）、補正：595,428千円（0.1人）、計：1,295,398千円（0.3人）

事業内容の説明 

１ 事業の目的、概要 

介護職員の負担軽減や業務効率化を更に推進し、介護現場の生産性向上による職場環境の改善を図ることを目

的として、介護ロボット及びＩＣＴ（情報通信技術）の導入を支援する。 

２ 主な事業内容 

細事業名 内容 予算額 

介護テクノロジ

ー定着支援事業

補助金  

（１）介護ロボット導入支援事業

 実施主体  ：各介護事業所 

  補助率   ：3/4 

  補助上限額 ：1機器につき30万円（移乗支援・入浴支援は100万円） 

  補助限度台数：利用定員を10（在宅サービスの場合は20）で除した数 

74,752 

（２）介護分野ＩＣＴ導入支援事業

  実施主体 ：各介護事業所 

  補助率  ：3/4 

 補助上限額：事業所の職員数に応じて100万円から260万円までの範囲の額 

97,667 

（３）介護テクノロジーのパッケージ型導入支援事業（R6～） 

介護ロボットやＩＣＴ等の複数のテクノロジーを組み合わせて導入する

介護事業所に対し、介護ロボット及びＩＣＴの導入を一体的に支援する。 

  実施主体 ：各介護事業所 

  補助率  ：3/4 

  補助上限額：1事業所あたり1,000万円 

422,226 

３ その他 

 ・導入実績：介護ロボット導入支援 平成28年度から令和５年度まで 356機器（延べ165事業者） 

       ＩＣＴ導入支援    令和元年度から令和５年度まで 746製品（延べ385事業者）
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令和６年度一般会計補正予算説明資料 

４款 衛生費 

 ４項 医薬費                              医療政策課（内線：７１８２）

２目 医務費                                    （単位：千円）

事 業 名 補正前 補正 計
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）電子処方箋の

活用・普及促進事業
0 68,058 68,058 45,372 22,686

トータルコスト 補正前：0千円（0.0人）、補正：68,841千円（0.1人）、計：68,841千円（0.1人）

事業内容の説明 

１ 事業の目的、概要 
  県内の医療機関及び薬局が、電子処方箋の導入に向けて行う電子カルテシステム等の改修を支援し、効率的で安全・
安心な医療の提供を図る。 

２ 主な事業内容 
  国のＩＣＴ基金補助金を活用し、今年度内に電子カルテシステム等の改修を行う医療機関・薬局に対して改修費等
の一部を補助する。 

 ※医療ＤＸの推進に関する工程表に基づき、国において令和７年３月末までに概ね全ての医療機関及び薬局での導入
が目指されている。 

区分 内容 予算額 

大規模病院（200床以上） 【補助率（補助上限額）】 1/6（1,003）
【実施見込施設数】   6（対象の５割）

6,018

中・小規模病院 【補助率（補助上限額）】 1/6（676）
【実施見込施設数】  15（対象の５割）

10,140

医科・歯科診療所 【補助率（補助上限額）】 1/4（135）
【実施見込施設数】 180（対象の３割）

24,300

薬局 【補助率（補助上限額）】 1/4（138）
【実施見込施設数】 200（対象の８割）

27,600

（補助スキーム（例）） 
   大規模病院（200床以上）の場合（例：整備費6,022千円） 

国 ICT基金補助金（1/3） 
2,007千円 

県補助（1/6） 1,003千円 病院負担分（1/2） 
3,012千円 国庫2/3 県費1/3 

３ その他 
（電子処方箋の概要） 
○従来、紙の処方箋に記入していた処方内容と調剤内容を電子化。処方内容と調剤内容を確認するシステム「電子
 処方箋管理サービス」をクラウド上に構築し、本システムを経由して医療機関・薬局間で処方情報などをやりと
りするもの（R5.１月から運用開始、当面紙の処方箋による運用も可）。 

○導入のメリット：（患者）自己の処方・調剤情報を閲覧可能、薬局での待ち時間の短縮 など 
（医療機関・薬局）重複投薬の防止、診療報酬による評価（医療ＤＸ推進体制整備加算） 

【電子処方箋の流れ】 
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令和６年度一般会計補正予算説明資料
10款　教育費
　５項　特別支援学校費  教育環境課 （ 内線 ： ７９４６ ）
　　２目　特別支援学校費 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 補正前 補　正 計

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

<122,000>
特別支援学校
環境整備事業 4,622 291,564 296,186 47,075 244,000 489県費負担

122,489

トータルコスト 補正前：5,405千円（0.1人）、補正：292,347千円（0.1人）、計：297,752千円（0.2人）

事業内容の説明

１　事業の目的、概要

　県立特別支援学校の老朽化対策工事等を行い、教育施設としてふさわしい環境の整備を図る。また、障がいや
疾病のある児童・生徒が安心して学べる学習環境を構築するための施設整備を行う。

２　主な事業内容

区分 事業内容 予算額
長寿命化改修事業 エアコン更新（３校） 185,827
老朽トイレ洋式化整備事業 老朽化したトイレの洋式化工事（３校） 93,857
バリアフリー事業 紫外線防止フィルム貼付工事（１校） 11,880

合計 291,564

３　その他（改善点等）

　施設設備の改修工事の適正な執行と計画的な施設修繕等、教育環境の改善に取り組んでいる。
　また、令和２年度に作成した長寿命化計画（個別施設計画）に基づき、建物の長寿命化、改修経費の平準化を
目的として、効果的な保全を実施している。

（注）起債欄の<　>書きは交付税措置額を除いた額である。
　　　県費負担額は、起債欄の<　>書きの金額に一般財源の金額を加算した額である。

43



農地・水保全課（内線:７３２３）

（単位：千円）

 事業内容の説明

１　事業の目的、概要

２　主な事業内容

（着工地区の概要：別紙のとおり）

３　その他（改善点等）

○令和６年度明許予算（農地防災事業（国補正）） 302,232千円

○令和６年度当初予算（農地防災事業） 631,127千円

○令和６年度６月補正（農地防災事業） 689,933千円

（注）起債欄の上段＜＞書きは交付税措置を除いた額である。

      備考欄の県費負担は起債欄の＜＞書きの金額と一般財源の金額を加算したものである。

補正理由

補正に係るもの　計 0 618,485 618,485 
補助事務費（国補正） 0 27,785 27,785 国補正に伴う補正

補助事業　計 0 590,700 590,700 
小計 0 590,700 590,700 

30,000 

（新）県営たん水防除
事業（国補正）

0 30,000 

国補正に伴う補正
0 425,700 425,700 

0 35,000 35,000 

　農村地域の防災力の向上を図るため、ため池や頭首工などの土地改良施設の防災・減災対策を実施する。

事業名 補正前 補正 計

補
助
事
業

県
営

（新）県営農地防災事
業調査（国補正）

（新）県営農業用河川
工作物応急対策事業
（国補正）

（新）県営地域ため池
総合整備事業（国補
正）

0 100,000 100,000 

0 618,485 618,485 339,135 213,000 64,327

(新)（公共事業）
農地防災事業（国
補正） <106,500> （負担金等）

国庫支出金 起債 その他 一般財源

　令和６年度国補正予算を活用して事業の早期効果発現を図る。

　今後、ため池が決壊した際の下流影響度や地元調整状況を踏まえ、計画的に改修工事やソフト対策を併せて進

めていく。

令和６年度一般会計補正予算説明資料

６款　農林水産業費

　３項　農　地　費

　　４目　農地防災事業費

事　業　名 補正前 補正 計
財　　源　　内　　訳

備　考

県費負担
2,023 108,523

トータルコスト 補正前:0千円(0.0人)、補正:621,617千円(0.4人)、計:621,617千円(0.4人)
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令和６年度一般会計補正予算説明資料
６款　農林水産業費
　４項　林業費  森林 づくり 推進課 （ 内線 ： ７３０５ ）
　　５目　造林費 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 補正前 補　正 計

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

<101,500>
（新）造林事
業（国補正） 0 673,335 673,335 470,000 203,000 335県費負担

101,835

トータルコスト 補正前：0千円（0.0人）、補正：674,118千円（0.1人）、計：674,118千円（0.1人）

事業内容の説明

１　事業の目的、概要

　国土の保全、水源のかん養、自然環境の保全、公衆の保健、地球温暖化の防止、木材生産等森林の持つ多面的機
能に対する国民の要請が多様化する中、森林を適切に管理することによって、これらを高度に発揮させるため、一
定の要件を満たす森林組合、林業事業体、森林所有者等が行う森林整備（間伐、森林作業道の開設等）を支援す
る。

２　主な事業内容

事業名 補正前 補正 計 補正理由

森林環境保全直接支援事業 0 673,335 673,335 国補正に伴う補正

（着工地区の概要：別紙のとおり）

３　その他（改善点等）

・豊かな森づくり協働税による造林事業（間伐）への上乗せを廃止し、皆伐再造林の強化へシフトする。
・間伐に対しては、令和６年度国補正から関係市町が支援する。

〇令和６年度明許予算（造林事業（国補正））471,620千円
〇令和６年度当初予算（造林事業）884,926千円

（注）起債欄の<　>書きは交付税措置額を除いた額である。
　　　県費負担額は、起債欄の<　>書きの金額に一般財源の金額を加算した額である。
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令和６年度一般会計補正予算説明資料
６款　農林水産業費
　４項　林業費  森林 づくり 推進課 （ 内線 ： ７３０５ ）
　　５目　造林費 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 補正前 補　正 計

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

<51,000>（新）花粉発
生源対策促進
事業（国補
正）

0 252,651 252,651 150,000 102,000 651県費負担
51,651

トータルコスト 補正前：0千円（0.0人）、補正：253,434千円（0.1人）、計：253,434千円（0.1人）

事業内容の説明

１　事業の目的、概要

　スギ花粉症は健康面だけでなく経済面にも影響を与えており大きな社会問題となっていることから、スギ人工林
における、発生源対策としての森林整備を支援する。
　なお、花粉対策の取組は皆伐再造林の推進にも資するものである。

２　主な事業内容

発生源除去・少花粉品種への転換

事業名 補正前 補正 計 補正理由

花粉発生源対策事業
（特定機能回復事業）

0 252,651 252,651 国補正に伴う補正

（着工地区の概要：別紙のとおり）

３　その他（改善点等）

　スギ人工林における伐採から造林までの一貫作業等に対して支援し、花粉発生源の植替えにより人工林の確実な
若返りを促進する必要がある。

（注）起債欄の<　>書きは交付税措置額を除いた額である。
　　　県費負担額は、起債欄の<　>書きの金額に一般財源の金額を加算した額である。
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令和６年度一般会計補正予算説明資料 

６款 農林水産業費 

 ５項 水産業費                           水産振興課（内線：７３１４）

８目 漁港建設費                                （単位：千円）

事 業 名 補正前 補正 計
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（公共事業）

特定漁港漁場整備

事業

186,000 136,500 322,500 91,000

<22,500>

45,000 500

県費負担 

23,000 

トータルコスト 補正前：197,738千円（1.5人）、補正：137,283千円（0.1人）、計：335,021千円（1.6人）

事業内容の説明 

１ 事業の目的、概要 

  境漁港について、国が策定する高度衛生管理基本計画に基づき、消費者の「安全・安心」のニーズに対応した

高度衛生管理型市場、災害に強く流通拠点となる防災対応型漁港を整備し、水産物の安定的な供給と、輸出など

漁業の国際化にも対応できる力強い水産業を推進する。 

２ 主な事業内容 

  ・高度衛生管理型市場の整備（水産振興課）（継続費） 

   ＜うち補正予算に係る事業内容＞ 

    ８号上屋の新築に伴い必要な燃油配管、ソーラスフェンスの移設（補償費） 

 ＜継続費年割額＞                                  

継続費 年度 継続費年割 
財源内訳 

国庫 起債 一般財源 

令和６年度 

当初予算後 

平成28年度～令和５年度 17,749,421 11,588,246 5,755,000 406,175 

令和６年度 600,000 400,000 180,000 20,000 

令和７年度 849,251 566,167 254,000 29,084 

計 19,198,672 12,554,413 6,189,000 455,259 

令和６年度 

国補正 

令和６年度 △277,500 △185,000 △84,000 △8,500 

令和７年度 187,500 125,000 57,000 5,500 

令和８年度 90,000 60,000 27,000 3,000 

計 0 0 0 0 

令和６年度

国補正後 

平成28年度～令和５年度 17,749,421 11,588,246 5,755,000 406,175 

令和６年度 322,500 215,000 96,000 11,500 

令和７年度 1,036,751 691,167 311,000 34,584 

令和８年度 90,000 60,000 27,000 3,000 

計 19,198,672 12,554,413 6,189,000 455,259 

３ その他（改善点等） 

  現在は、１号上屋・陸送上屋（令和元年６月）、２号上屋（令和４年８月）、かにかご上屋（令和５年６月）及

び７号上屋（令和６年10月）の供用開始により、消費者の安全・安心に応える境漁港の本格的な高度衛生管理の

取組を開始しており、残る８号上屋の完成に向けて計画的に整備を推進していく。

（注）起債欄の上段＜ ＞書きは交付税措置を除いた額である。

   備考欄の県費負担は起債の上段＜ ＞書きの金額と一般財源の金額を加算したものである。
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